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きといえるだろう。特に高齢化が進む地方で
はこうした状況が顕著であり、このような地
方の人材確保の試みを支援するため、政府は
ローカル・アベノミクスといわれる「まち・
ひと・しごと創生基本方針2016について」に
おいて、産学官で「地方創生インターンシッ
プ事業」を推進することを発表した。その改
訂版のアクションプランでは、事業の実現に
必要な施策を示し、KPI（Key Performance 
Indicator）として2020年に2016年時点で6,441
社あった「地方創生インターンシップに参加
する学生を受け入れる企業の数を２倍」にす
１．はじめに
（１）研究の背景
　文部科学省（2018）は2017年12月１日時点
の大学生の就職内定率は86.0％であり、1996
年の調査開始以来、同時期では過去最高に
なっていると発表した。確かに就職氷河期と
言われた1993年から2005年が嘘のように、こ
こ数年の新卒学生の求人状況は好調である。
ただ団塊の世代の大量退職、少子化による新
卒学生数の減少といった現状を鑑みれば、企
業が人材の確保に注力するのは当然の成り行
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したものである。
　調査の結果、インターンシップへの高い関与度がある従業員は社会人基礎力に何らか
の変化があることから、インターンシップが従業員の能力に何らかの効果をもたらして
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導入方法が分からない、といった点があげら
れる（徳永、2014：12・13）４）。こうした点
を鑑みると、中小企業のインターンシップ受
入先を増やすためには、インターンシップの
実施が企業にもたらす有益な効果を具体的に
提示していくことが有効であると考えられる
（川口、2016：26）。
（２）研究の目的
　そこで本研究では、研究事例が少ないイン
ターンシップの受入側である中小企業に焦点
をあて、インターンシップを実施することで
従業員はどういった影響や効果を得ているの
か、具体的には従業員の能力がどのように変
化し、企業にどういった影響をもたらしてい
るのかを調査・分析することで、中小企業に
おけるインターンシップの実施可能性につい
て考察することを目的とする５）。
２．インターンシップに関する先行研究
（１）日本のインターンシップの歴史
　折戸（2015：9）によると、わが国におけ
る「実践的教育の歴史は、必ずしも連続的・
系統的なもの」として語られるものではなく、
近年のインターンシップの拡大は、「新たな契
機によって生じたものと考えるべきもの」だ
という。その新たな契機が1991年に経済同友
会が発表した「『選択の教育』を目指して」
である。この中で教育提言として「教育界と
の相互交流の１つとして学生のジョブイン
ターンへの支援」が記されたことにより、日
本においても「インターンシップ」という言
葉が広く浸透していった。
　その後、1997年９月に当時の文部省、労働
省、通商産業省の３省合意による「インター
ンシップの推進に当たっての基本的考え方」
ると掲げている（まち・ひと・しごと創生本
部、2016：71）１）。
　しかしインターンシップは、インターン生
を受け入れる企業が存在しなければ成立しな
い。インターン生の受入先企業は、2017年は
7,129社と前年から僅か10.7％の増加に過ぎ
ず２）、インターンシップ受入先企業を増やす
のが実は容易ではないことが分かってきた。
一般にインターンシップというと採用や学生
の就業体験を思い浮かべることが多いように、
事実、ここ数年は企業視点の調査や研究が増
えてきているものの、これまでのインターン
シップに関する研究のほとんどは、学生の成
長や大学の講義等を対象とした研究が大半を
占めている３）。つまり、これまでは学生を受
け入れる企業側の視点が抜け落ちていたとい
えよう。これは大都市においてもインターン
シップを実施している中小企業を見つけ出す
ことは難しく、また仮に見つけることができ
ても研究者が企業との関係性を上手く築けな
ければ、企業内部にまで踏み込んで実態調査
をすることは難しい等の理由からだと考えら
れる（柴田、2017：194）。しかし、地方創生
インターンシップ事業でインターンシップ受
入先となる企業は、地方の中小企業である。
地方の中小企業に如何にインターンシップを
導入してもらうかがこの事業の鍵となるとい
えよう。
　では何故、中小企業はインターンシップを
導入しないのだろうか。その理由として、大
企業の回答も含まれている点に注意が必要で
あるが、インターンシップを導入しても知名
度が低いため学生が集まらない、経営資源が
不足するため現場の受入態勢が整わない、イ
ンターンシップが採用に繋がらない、そもそ
もインターンシップとは何なのか、またその
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の早期の確保を、学生はより好条件の就職先
を、大学は教育の立場からそれぞれインター
ンシップに取り組んでおり、現在のところ三
者が納得できる解決策は見つかっておらず、
2018年に入りワンデー・インターンシップは
大企業を中心に増加している現状にある７）。
（２）インターンシップと社会人基礎力
　学生はインターンシップを通じて多くのこ
とを学ぶが、近年はインターンシップに参加
すること自体が目的になっていることも多い。
経済産業省は時代の要請を受け2006年に「社
会人基礎力」、すなわち「職場や地域社会で
活躍するために必要な基礎的な力」として３
つの能力（前に踏み出す力、考え抜く力、チー
ムで働く力）と12の能力要素（主体性、働き
かけ力、実行力、課題発見力、計画力、創造
力、発信力、傾聴力、柔軟性、状況把握力、
規律性、ストレスコントロール力）を提唱し
た。
　まず、１つめの能力である「前に踏み出す
力（アクション）」とは、「主体性」、「働きかけ
力」、「実行力」の３つを要素とし、一歩前に
踏み出し、失敗しても、粘り強く取り組む力
を持ち、指示待ちにならず、一人称で物事を
捉え、自ら行動できるようになることを目指
す。２つめの能力である「考え抜く力（シン
キング）」とは、「課題発見力」、「計算力」、「創
造力」の３つを要素とし、疑問をもち、決まっ
た答えを導き出すこと以上に、自ら課題を提
起し、解決のためのシナリオを描く自律的な
思考力を獲得することを目指す。３つめの能
力である「チームで働く力（チームワーク）」
とは、「発信力」、「傾聴力」、「柔軟性」、「状況把
握力」、「規律性」、「ストレスコントロール」の
６つを要素とし、多様な人々と共に目標に向
が発表された。2013年３月に公開された「産
学連携によるインターンシップのあり方に関
する調査報告書」によれば、この時の三省合
意で初めてインターンシップの定義６）が示さ
れて以降、インターンシップは「大学主導の
ものも企業主導のものも双方を含む概念」と
して普及してきたとされる。ただし既にイン
ターンシップを普及させてきた欧米では、大
学主導と企業主導のインターンシップはそも
そも概念上区別されており、企業主導の概念
を「インターンシップ」と呼び、大学主導で
専門教育として大学の教育課程に位置づけら
れる就業経験は「コーオプ教育（Co-operative 
Education）」と呼ばれていた。日本では欧米
のように両者が区別されず１つの概念として
インターンシップが普及したことで、近年、
企業、大学、学生がそれぞれの立場で混乱を
きたす事態が起きていると考えられる。
　三省合意で発表された「インターンシップ
の推進に当たっての基本的な考え方」は、そ
の後2014年４月、2015年12月と改訂が行われ、
2017年10月には「『インターンシップの更な
る充実に向けて 議論の取りまとめ』等を踏
まえた『インターンシップの推進に当たって
の基本的考え方』に係る留意点について～よ
り教育効果の高いインターンシップの推進に
向けて～」が提示された。これは古閑（2015：
24・25）や長谷川（2013：159）の研究でも
指摘されているように、インターンシップの
労働関係法令の適用の問題やインターンシッ
プと就職・採用活動開始時期の問題、ワン
デー・インターンシップといった名称とはか
け離れた実質的な会社説明会の実施等、イン
ターンシップと採用活動とは異なる点を認識
していない企業に対し、三省の考え方を示し
たものである。しかし企業はより優秀な人材
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なければ、そもそもインターンシップは成り
立たない。文部科学省・厚生労働省・経済産
業省（2015）は企業がインターンシップに取
り組む意義として、①実践的な人材の育成、
②大学等の教育への産業界等のニーズの反映、
③企業等に対する理解の促進、魅力発信をあ
げ、さらに④各企業等の業態・業種または業
務内容の理解の深化による就業希望の促進、
⑤受入企業等における若手人材の育成効果、
⑥企業等以外の人材による新たな視点等の活
用、をあげている。
　また、内閣官房まち・ひと・しごと創生本
部事務局（2017：16）でもインターンシップ
の受入先を探索する際のポイントとして「受
入側にとってのメリットを提示」することを
あげ、「受入先企業の実感したメリットを示す
ことや、受入によって期待される幅広い効果
を示すことが、参加企業の理解醸成につなが
ります。」として、静岡県が作成したインター
ンシップ導入事例を紹介している。静岡県
（2017：18、45-72）では企業側の意義とメリッ
トを、「ａ社員の成長につながります」「ｂ結
果として、採用につながることがあります」
「ｃ社内の活性化につながります」「ｄ社会と
地域に貢献できます」「ｅ大学との新たな関
係を築けます」「ｆ自社や業界を理解しても
らえます」「ｇ大学の教育内容や学生の意識
を把握できます」「ｈ学生に働くことを考え
る機会を提供できます」とあげるだけでなく、
実際にインターンシップを実施した企業９社
の導入の効果、成果を紹介し、県内企業にイ
ンターンシップの導入を促している。
３．調査研究
（１）研究方法
　インターンシップの効果は、業種や企業規
けて協力し、協調性だけに留まらず、繋がり
や協働を生み出す力の獲得を目指している。
そして、この社会人基礎力を学習する場を真
に成長の場として捉え、「教える側（教員）」、
「関わる人 （々社会人）」、「教わる若者（学生）」
のそれぞれがこれを活用することで、対話が
促進されることを狙いとしている（リベルタ
ス・コンサルティング、2014：ⅰ･ⅱ）。
　インターンシップと学生の社会人基礎力の
関係については、多くの先行研究が見られる。
例えば、廣川・大嶋・宮崎・芳賀（2016）は
キャリア形成に関わる経験をする機会が多い
学生と少ない学生による社会人基礎力の構造
の違いについて、田島・岩瀧・山﨑（2016）
は社会人基礎力の習得とスムーズな進路選択
や離職率の関係について研究を行っている。
また、真鍋（2010）はインターンシップ経験
の社会人基礎力の伸長と就職活動への活用状
況について、実証研究を行っている。
　これらの研究成果からインターンシップの
経験が学生の能力を向上させ、その評価指標
として社会人基礎力が活用できることは既に
実証されているといえよう。社会人基礎力は
これまで大人へと成長する過程の中で自然と
身につくものと考えられてきたが、現代にお
いては意識して育成しなければならない能力
へと変化してきているといえる。それ故、学
生がインターンシップという能動的行為を通
じてこれらの能力を身につけ、強化していく
ことは、学生、大学、企業のそれぞれにとっ
て有効であると考えられる。
（３）企業が感じるインターンシップの有効性
　日本におけるインターンシップが学生の
キャリア教育のために拡大してきたとしても、
先述した通り学生を受け入れる企業が存在し
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長についてどのように感じているか、半構造
化面接法によるヒアリング調査により確認す
る。次に各企業の従業員に対し、図表１の西
道（2011）の社会人基礎力・改定版をベース
とした質問調査票調査を実施する。これは
2004年に文部科学省が職業的発達にかかわる
諸能力とした４領域８能力と８）、2006年に経
済産業省が提示した「社会人基礎力」の３領
域12能力を調整し、大学生および一般社会人
向けに効果測定できるように再調整したもの
模によって、あるいはインターン生によって
も異なってくるのは想像に難くない。それ故、
例えば社員が成長するといっても、どのよう
な能力がどの程度成長するのか客観的指標が
提示されないと導入に踏み切れないのが現状
であろう。しかし、インターンシップの導入
により従業員は本当に成長するのだろうか。
　そこでまず、すでにインターンシップの受
入実績がある中小企業の経営者に対してイン
ターンシップの導入による従業員の変化や成
図表１　社会人基礎力・改定版の測定能力と質問項目
測定能力 質問項目
前に踏み出す力 
（アクション）
主体性
A-1-1 1 指示を待つのではなく、自らやるべきことを見つけて積極的に取り組む力
A-1-2 2 自分の果たすべき役割と責任を自覚し、積極的に取り組む力
A-1-3 3 自分の個性や興味・関心にもとづいて、目の前の課題に取り組む力
働きかけ力
A-2-1 4 目標を達成するために周りの人に呼びかけて、周囲の人を動かす力
A-2-2 5 人を巻き込んで提案する力
A-2-3 6 立場や意見の異なる人に働きかけて、動かす力
実行力
A-3-1 7 提案するだけでなく、自ら目の前の対象を動かす力
A-3-2 8 失敗をおそれず、行動に移す力
考え抜く力 
（シンキング）
課題発見力
B-1-1 9 目標を達成するために解決すべき問題を見つける力
B-1-2 10 見過ごされがちな問題を発見する力
B-1-3 11 正解不正解が曖昧な問題の解決策を見いだす力
計画力
B-2-1 12 目標を達成するための手順や方法について優先順位を決定する力
B-2-2 13 将来設計に基づいて、今取り組むべき学習や活動を理解して準備する力
B-2-3 14 課題を解決する複数のプロセスを明確にし、最善のプランを立案する力
創造力
B-3-1 15 既存の発想にとらわれず、解決方法を工夫して考える力
B-3-2 16 未知の分野にまで思考を広げることで、新しい解決方法を導き出す力
B-3-3 17 あらゆる可能性を再検討することで、解決方法を再発見する力
情報収集力
B-4-1 18 自分に必要な情報や資料を的確に探し出す力
B-4-2 19 得られた情報を、多面的・多角的に整理する力
伝える力
発信力
C-1-1 20 自分の考えをわかりやすく整理して、相手に理解してもらえるように伝える力
C-1-2 21 相手にとって良くないことでも、自分の意見を誠実に伝える力
C-1-3 22 仲間うちにしか伝わらないような言葉で話したりせず、誰もが理解できるように話す力
プレゼン
テーション
能力
C-2-1 23 限られた時間の中で、情報や主張を、わかりやすく聞き手に伝える力
C-2-2 24 調べたことを伝える際に、効果的な手段やメディアを用いる力
C-2-3 25 情報を伝えるために、必要な創意工夫を加える力
説得力
C-3-1 26 自分の言いたいことを、わかりやすく、効果的に伝える力
C-3-2 27 自分の話に信頼感をもってもらえるように話せる力
C-3-3 28 相手の立場に配慮しながら、自分の主張を伝える力
チームで働く力
傾聴力
D-1-1 29 話しやすい雰囲気をつくって、相手の意見を引き出す力
D-1-2 30 相手の言動を観察し、意見や主張を正確に聞き取る力
D-1-3 31 自分が分からないことを聞き流さずに、相手に質問して確認する力
柔軟性
D-2-1 32 既存のやり方やマニュアルにとらわれない考えを受け入れる力
D-2-2 33 固定観念にとらわれないで、相手の立場や意見を理解する力
状況把握力
D-3-1 34 グループの中で自分がどんな役割をすればよいのかを理解する力
D-3-2 35 お互いの個性や能力を理解し、それが発揮できるような関係を築く力
D-3-3 36 周囲の人々や物事との関係を理解するために積極的に働きかける力
規律性
D-4-1 37 状況に応じて、自らの発言や行動を適切に律する力
D-4-2 38 他者と共有する「空気」を読んで、自分の行動を修正できる力
職業理解力
D-5-1 39 学んだことや体験したことを、職業や生活とつなげて考える力
D-5-2 40 周りの人たちの仕事から、働く意義や大切さを理解する力
（出所）西道（2011）220頁を基に筆者作成。
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の変化について確認した。大川印刷の大川社
長は「担当した人は良きにつけ、悪しきにつ
け変わるんですよ。」とインターン生の担当
になった従業員には明らかに変化があったこ
とを認識していた。次に石井造園の石井社長
は「コミュニケーション能力のスキルは上
がっていますね。（中略）ただ（インターン
生が）いるときは確実に変わっているのは分
かるんですが、どうしてもいなくなると戻っ
てしまう感じがします。」と同社は普段から
少人数で阿吽の呼吸で働いているからこそ、
インターン生が来ることで阿吽ではなく、丁
寧なコミュニケーションをしていることがよ
りはっきり分かるという。最後にスリーハイ
の男澤社長は「やっぱり、視野が広くなって
きたかな、と感じています。これまでは通常
業務をやっていればよかったものを、イン
ターン生が入ってきたことで（中略）会社全
体がどちらの方向に行っているのか、確認し
ながらインターン生を動かしていかなければ
いけない、っていうのもあって。」と社員が
インターン生を育てるために、自社の方向性
をこれまで以上に意識的に見るように変わっ
てきたという。
　これら３社の経営者の発言から、インター
ンシップの導入により従業員に何らかの変化
が生じているのは明らかであると言えよう。
（２）回答者の属性
　３社の回答者の属性は図表３の通りである。
である（西道、2011：225）。従業員のインター
ンシップへの関与度と能力の変化を相関分析
により検証することで、インターンシップの
導入と従業員の成長の関係を定量的に明らか
にする９）。分析ツールとしては、Microsoft® 
Excel®2013へのアドオン・アプリケーショ
ンソフトである「エクセル統計（Bell Curve 
for Excel）」を使用して分析を行った。
（２）調査内容
　冒頭に述べた通り、中小企業においてイン
ターンシップを実施している企業は増えつつ
あるものの決して多くはない。そこで本研究
では横浜市が自治体として実施しているCSR
認定制度で認定を受けた横浜型地域貢献企業
の中から、既にインターンシップを実施した
経験があり、既存従業員の能力が高くなった
という図表２の企業３社に対し、調査を実施
した10）。
　経営者に対するヒアリング調査は図表２に
記す調査日に行い、従業員に対する質問調査
票調査は2016年９月19日から10月31日の間で
実施し、従業員への配布と回収は各企業に依
頼した。なお質問調査票はインターンシップ
による能力の変化に関する設問40問を含む全
61問とし、一部の設問を除き５件法とした11）。
４．調査結果と分析
（１）経営者ヒアリングから
　まずインターンシップの導入による従業員
図表２　従業員調査実施企業
会社名 業種 代表者 住所 創業年 従業員数
地域貢献 
認定年
調査日
１ 株式会社大川印刷 印刷業 大川哲郎 横浜市戸塚区 1881年 36名 2008年 2016年10月４日
２ 石井造園株式会社 造園業 石井直樹 横浜市栄区 1965年 ８名 2007年 2016年10月11日
３ 株式会社スリーハイ 製造業 男澤　誠 横浜市都筑区 1987年 ９名 2009年 2016年10月18日
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インターンシップが中小企業の従業員に与える効果
分析により確認した。図表４の通り、「前に踏
み出す力（アクション）」のうち、主体性（「自
分の果たすべき役割と責任を自覚し、積極的
に取り組む力（A-1-2）」、「自分の個性や興味・
関心にもとづいて、目の前の課題に取り組む
力（A-1-3）」）、働きかけ力（「目標を達成す
るために周りの人に呼びかけて、周囲の人を
動かす力（A-2-1）」、「人を巻き込んで提案す
る力（A-2-2）」、「立場や意見の異なる人に働
きかけて、動かす力（A-2-3）」）、実行力（「失
敗をおそれず、行動に移す力（A-3-2）」）は、
従業員のインターンシップへの関与度と正の
相関があることが分かった。
（４）考え抜く力（シンキング）と回答者属性
　次に２つめの能力である「考え抜く力（シ
ンキング）」とインターンシップへの関与度
を相関分析により確認した。図表５の通り、
「考え抜く力（シンキング）」のうち、課題発
見力（「目標を達成するために解決すべき問
題を見つける力（B-1-1）」、「見過ごされがち
な問題を発見する力（B-1-2）」）、計画力（「将
来設計に基づいて、今取り組むべき学習や活
回答者数は、それぞれ大川印刷34名、石井造
園５名、スリーハイ９名であり、計48名、う
ち男性は33名、女性は15名であった。年齢構
成は20・30代が計13名（27.1％）、40代が16
名（33.3％）、50代が９名（18.8％）、60・70
代が計４名（8.3％）、無回答が６名（12.5％）
であった。勤続年数は０～４年、５～９年が
共に10名（20.8％）、10 ～ 14年が８名（16.7％）、
15 ～ 19年が４名（8.3％）、20年以上が計10
名（20.8％）、無回答が６名（12.5％）であっ
た。インターンシップへの関与度は最も関度
与が高い「５」が４名（8.3％）、「４」が11名
（22.9％）、「３」が14名（29.2％）、「２」が７名
（14.6％）、最も関与度が低い「１」が９名
（18.8％）、無回答が３名（6.3％）であった。
最後に転職経験「有り」が31名（64.6％）、「無
し」が11名（22.9％）、無回答が６名（12.5％）
であった。
（３）前に踏み出す力（アクション）と回答
者属性
　まず、従業員の「前に踏み出す力（アクショ
ン）」とインターンシップへの関与度を相関
図表３　回答者の属性（性別、年齢、勤続年数、関与度、転職経験）
性別 大川印刷 石井造園 スリー ハイ 勤続年数 大川印刷 石井造園 スリー ハイ
インター ンシップへの 
関与度
大川印刷 石井造園 スリー ハイ
男性 33 21 5 7 0 ～ 4 10 7 2 1 5（高い） 4 1 2 1
女性 15 13 0 2 5 ～ 9 10 2 3 5 4 11 6 1 4
計 48 34 5 9 10 ～ 14 8 6 0 2 3 14 10 2 2
15 ～ 19 4 4 0 0 2 7 5 0 2
年齢 大川印刷 石井造園 スリー ハイ 20 ～ 24 6 6 0 0 1（低い） 9 9 0 0
20代 6 4 0 2 25 ～ 29 1 1 0 0 無回答 3 3 0 0
30代 7 2 2 3 30 ～ 34 1 1 0 0 計 48 34 5 9
40代 16 13 1 2 35 ～ 39 0 0 0 0
50代 9 7 2 0 40 ～ 44 0 0 0 0
60代 3 2 0 1 45 ～ 49 2 2 0 0
70代 1 1 0 0 無回答 6 5 0 1
無回答 6 5 0 1 計 48 34 5 9
計 48 34 5 9
転職経験 大川印刷 石井造園 スリー ハイ
有 31 20 5 6
無 11 9 0 2
無回答 6 5 0 1
計 48 34 5 9
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図表５　考え抜く力（シンキング）と回答者属性との相関
図表４　前に踏み出す力（アクション）と回答者属性との相関
相関行列
B-1-1 B-1-2 B-1-3 B-2-1 B-2-2 B-2-3 B-3-1 B-3-2 B-3-3 B-4-1 B-4-2 調査企業 年齢 性別 勤続年数 関与度 転職経験
B-1-1 1.0000 0.6505 0.2897 0.4013 0.3721 0.2521 0.3313 0.4724 0.2826 0.2977 0.4352 0.3974 -0.0570 -0.0813 0.0590 0.5444 -0.0695
B-1-2 0.6505 1.0000 0.3671 0.5810 0.4715 0.3270 0.4260 0.4929 0.3619 0.4715 0.2335 0.2737 0.0978 -0.0667 0.0967 0.4562 0.0383
B-1-3 0.2897 0.3671 1.0000 0.2524 0.1251 0.1473 0.4619 0.3066 0.3888 0.2305 0.2157 -0.0211 0.0585 -0.0936 0.1085 0.2330 -0.0471
B-2-1 0.4013 0.5810 0.2524 1.0000 0.4625 0.4950 0.1684 0.1281 0.1716 0.1859 0.3843 0.1708 -0.0841 -0.0236 -0.1069 0.2736 0.1592
B-2-2 0.3721 0.4715 0.1251 0.4625 1.0000 0.6295 0.5255 0.1074 0.0789 0.3503 0.4037 0.2505 0.2029 -0.1498 -0.2536 0.3817 0.0631
B-2-3 0.2521 0.3270 0.1473 0.4950 0.6295 1.0000 0.5628 0.2184 0.2743 0.2167 0.2414 0.1212 0.1648 -0.2142 -0.1463 0.3828 0.0631
B-3-1 0.3313 0.4260 0.4619 0.1684 0.5255 0.5628 1.0000 0.4304 0.4623 0.4577 0.2379 -0.0253 0.2672 -0.2408 0.0312 0.3390 0.0021
B-3-2 0.4724 0.4929 0.3066 0.1281 0.1074 0.2184 0.4304 1.0000 0.4227 0.4511 0.1005 0.0688 0.3729 -0.2582 0.3506 0.3877 -0.1832
B-3-3 0.2826 0.3619 0.3888 0.1716 0.0789 0.2743 0.4623 0.4227 1.0000 0.4994 0.4673 -0.1202 0.0120 -0.0977 0.1385 0.1697 0.1690
B-4-1 0.2977 0.4715 0.2305 0.1859 0.3503 0.2167 0.4577 0.4511 0.4994 1.0000 0.3087 0.0423 0.0127 -0.1498 0.0351 0.2082 0.1390
B-4-2 0.4352 0.2335 0.2157 0.3843 0.4037 0.2414 0.2379 0.1005 0.4673 0.3087 1.0000 -0.0457 -0.0750 -0.1816 -0.0817 0.0648 0.1756
調査企業 0.3974 0.2737 -0.0211 0.1708 0.2505 0.1212 -0.0253 0.0688 -0.1202 0.0423 -0.0457 1.0000 -0.2363 -0.1813 -0.3157 0.3572 -0.1023
年齢 -0.0570 0.0978 0.0585 -0.0841 0.2029 0.1648 0.2672 0.3729 0.0120 0.0127 -0.0750 -0.2363 1.0000 -0.2786 0.5036 -0.0817 -0.4690
性別 -0.0813 -0.0667 -0.0936 -0.0236 -0.1498 -0.2142 -0.2408 -0.2582 -0.0977 -0.1498 -0.1816 -0.1813 -0.2786 1.0000 -0.1878 0.0243 0.1869
勤続年数 0.0590 0.0967 0.1085 -0.1069 -0.2536 -0.1463 0.0312 0.3506 0.1385 0.0351 -0.0817 -0.3157 0.5036 -0.1878 1.0000 -0.0500 -0.3484
関与度 0.5444 0.4562 0.2330 0.2736 0.3817 0.3828 0.3390 0.3877 0.1697 0.2082 0.0648 0.3572 -0.0817 0.0243 -0.0500 1.0000 -0.1881
転職経験 -0.0695 0.0383 -0.0471 0.1592 0.0631 0.0631 0.0021 -0.1832 0.1690 0.1390 0.1756 -0.1023 -0.4690 0.1869 -0.3484 -0.1881 1.0000
母相関係数の無相関の検定
B-1-1 B-1-2 B-1-3 B-2-1 B-2-2 B-2-3 B-3-1 B-3-2 B-3-3 B-4-1 B-4-2 調査企業 年齢 性別 勤続年数 関与度 転職経験
B-1-1 - p < 0.001 0.0458 0.0047 0.0092 0.0838 0.0214 p < 0.001 0.0516 0.0399 0.0020 0.0052 0.7201 0.5827 0.7103 p < 0.001 0.6619
B-1-2 ** - 0.0103 p < 0.001 p < 0.001 0.0233 0.0025 p < 0.001 0.0115 p < 0.001 0.1101 0.0598 0.5377 0.6526 0.5423 0.0016 0.8097
B-1-3 * * - 0.0835 0.3967 0.3178 p < 0.001 0.0340 0.0063 0.1149 0.1409 0.8868 0.7130 0.5270 0.4941 0.1235 0.7669
B-2-1 ** ** - p < 0.001 p < 0.001 0.2526 0.3857 0.2435 0.2059 0.0070 0.2457 0.5964 0.8734 0.5004 0.0690 0.3138
B-2-2 ** ** ** - p < 0.001 p < 0.001 0.4674 0.5942 0.0147 0.0044 0.0859 0.1975 0.3097 0.1051 0.0097 0.6916
B-2-3 * ** ** - p < 0.001 0.1360 0.0592 0.1390 0.0983 0.4117 0.2969 0.1437 0.3552 0.0094 0.6916
B-3-1 * ** ** ** ** - 0.0023 p < 0.001 0.0011 0.1034 0.8642 0.0871 0.0992 0.8445 0.0227 0.9897
B-3-2 ** ** * ** - 0.0028 0.0013 0.4967 0.6420 0.0150 0.0764 0.0228 0.0085 0.2455
B-3-3 * ** ** ** - p < 0.001 p < 0.001 0.4159 0.9401 0.5091 0.3818 0.2651 0.2847
B-4-1 * ** * ** ** ** - 0.0328 0.7753 0.9365 0.3097 0.8256 0.1699 0.3800
B-4-2 ** ** ** ** * - 0.7580 0.6370 0.2166 0.6070 0.6722 0.2660
調査企業 ** - 0.1319 0.2175 0.0417 0.0160 0.5193
年齢 * - 0.0740 p < 0.001 0.6071 0.0034
性別 - 0.2335 0.8740 0.2360
勤続年数 * * ** - 0.7533 0.0346
関与度 ** ** ** ** * ** * - 0.2450
転職経験 ** * -
注）上三角：Ｐ値/下三角：*, P<0.05 **, P<0.01
相関行列
A-1-1 A-1-2 A-1-3 A-2-1 A-2-2 A-2-3 A-3-1 A-3-2 調査企業 年齢 性別 勤続年数 関与度 転職経験
A-1-1 1.0000 0.6102 0.4688 0.3868 0.3123 0.3817 0.4852 0.1738 0.1115 0.0153 -0.1770 0.1109 0.2062 0.0552
A-1-2 0.6102 1.0000 0.6217 0.5349 0.4243 0.4860 0.2805 0.2229 0.1667 0.0793 -0.1006 0.0366 0.4325 -0.1118
A-1-3 0.4688 0.6217 1.0000 0.4181 0.3694 0.5756 0.2803 0.1026 0.0447 0.0513 -0.2483 -0.0019 0.4331 -0.0703
A-2-1 0.3868 0.5349 0.4181 1.0000 0.7233 0.7233 0.3873 0.4684 0.3462 -0.0481 0.0785 -0.1489 0.5462 0.0622
A-2-2 0.3123 0.4243 0.3694 0.7233 1.0000 0.6226 0.2990 0.3271 0.2195 -0.2058 0.0321 -0.2365 0.4502 -0.0194
A-2-3 0.3817 0.4860 0.5756 0.7233 0.6226 1.0000 0.5100 0.3271 0.1192 0.0522 -0.1390 -0.1445 0.4166 0.0823
A-3-1 0.4852 0.2805 0.2803 0.3873 0.2990 0.5100 1.0000 0.3049 0.2046 0.1160 -0.2093 -0.0298 0.2937 0.0762
A-3-2 0.1738 0.2229 0.1026 0.4684 0.3271 0.3271 0.3049 1.0000 0.4809 -0.0723 -0.0371 0.0258 0.3045 -0.0171
調査企業 0.1115 0.1667 0.0447 0.3462 0.2195 0.1192 0.2046 0.4809 1.0000 -0.2363 -0.1813 -0.3157 0.3572 -0.1023
年齢 0.0153 0.0793 0.0513 -0.0481 -0.2058 0.0522 0.1160 -0.0723 -0.2363 1.0000 -0.2786 0.5036 -0.0817 -0.4690
性別 -0.1770 -0.1006 -0.2483 0.0785 0.0321 -0.1390 -0.2093 -0.0371 -0.1813 -0.2786 1.0000 -0.1878 0.0243 0.1869
勤続年数 0.1109 0.0366 -0.0019 -0.1489 -0.2365 -0.1445 -0.0298 0.0258 -0.3157 0.5036 -0.1878 1.0000 -0.0500 -0.3484
関与度 0.2062 0.4325 0.4331 0.5462 0.4502 0.4166 0.2937 0.3045 0.3572 -0.0817 0.0243 -0.0500 1.0000 -0.1881
転職経験 0.0552 -0.1118 -0.0703 0.0622 -0.0194 0.0823 0.0762 -0.0171 -0.1023 -0.4690 0.1869 -0.3484 -0.1881 1.0000
母相関係数の無相関の検定
A-1-1 A-1-2 A-1-3 A-2-1 A-2-2 A-2-3 A-3-1 A-3-2 調査企業 年齢 性別 勤続年数 関与度 転職経験
A-1-1 - p < 0.001 p < 0.001 0.0066 0.0307 0.0074 p < 0.001 0.2374 0.4505 0.9236 0.2287 0.4842 0.1742 0.7284
A-1-2 ** - p < 0.001 p < 0.001 0.0026 p < 0.001 0.0535 0.1277 0.2575 0.6178 0.4964 0.8181 0.0030 0.4808
A-1-3 ** ** - 0.0031 0.0098 p < 0.001 0.0537 0.4877 0.7627 0.7470 0.0888 0.9907 0.0030 0.6583
A-2-1 ** ** ** - p < 0.001 p < 0.001 0.0065 p < 0.001 0.0160 0.7624 0.5959 0.3468 p < 0.001 0.6955
A-2-2 * ** ** ** - p < 0.001 0.0390 0.0232 0.1338 0.1910 0.8286 0.1316 0.0019 0.9031
A-2-3 ** ** ** ** ** - p < 0.001 0.0232 0.4198 0.7427 0.3460 0.3612 0.0044 0.6042
A-3-1 ** ** * ** - 0.0351 0.1630 0.4643 0.1533 0.8515 0.0502 0.6315
A-3-2 ** * * * - p < 0.001 0.6493 0.8024 0.8710 0.0420 0.9143
調査企業 * ** - 0.1319 0.2175 0.0417 0.0160 0.5193
年齢 - 0.0740 p < 0.001 0.6071 0.0034
性別 - 0.2335 0.8740 0.2360
勤続年数 * ** - 0.7533 0.0346
関与度 ** ** ** ** ** * * - 0.2450
転職経験 ** * -
注）上三角：Ｐ値/下三角：*, P<0.05 **, P<0.01
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インターンシップが中小企業の従業員に与える効果
える力（C-1-2）」）は従業員のインターンシッ
プへの関与度と正の相関があるがプレゼン
テーション能力、説得力とは相関がないこと
が分かった。
（６）チームで働く力と回答者属性
　４つめの能力である「チームで働く力」と
インターンシップへの関与度を相関分析によ
り確認した。図表７の通り、「チームで働く力」
のうち、状況把握力（「お互いの個性や能力
を理解し、それが発揮できるような関係を築
く力（D-3-2）」、「周囲の人々や物事との関係
を理解するために積極的に働きかける力（D-
3-3）」）は従業員のインターンシップへの関
与度と正の相関があるが、傾聴力、柔軟性、
規律性、職業理解力とは相関がないことが分
かった。
動を理解して準備する力（B-2-2）」、「課題を
解決する複数のプロセスを明確にし、最善の
プランを立案する力（B-2-3）」）、創造力（「既
存の発想にとらわれず、解決方法を工夫して
考える力（B-3-1）」、「未知の分野にまで思考
を広げることで、新しい解決方法を導き出す
力（B-3-2）」）は、従業員のインターンシッ
プへの関与度と正の相関があり、情報収集力
とは相関がないことが分かった。
（５）伝える力と回答者属性
　３つめの能力である「伝える力」とインター
ンシップへの関与度を相関分析により確認し
た。図表６の通り、西道（2011）が提示した
「伝える力」のうち、発信力（「自分の考えを
わかりやすく整理して、相手に理解してもら
えるように伝える力（C-1-1）」、「相手にとっ
て良くないことでも、自分の意見を誠実に伝
図表６　伝える力と回答者属性との相関
相関行列
C-1-1 C-1-2 C-1-3 C-2-1 C-2-2 C-2-3 C-3-1 C-3-2 C-3-3 調査企業 年齢 性別 勤続年数 関与度 転職経験
C-1-1 1.0000 0.2977 0.5013 0.0177 0.2725 0.3604 0.3489 0.1753 0.4286 0.1944 -0.1623 -0.0989 -0.1139 0.2995 -0.0237
C-1-2 0.2977 1.0000 0.6211 0.0273 0.2148 0.2782 0.4510 0.3870 0.3630 0.2033 0.0113 -0.0977 0.0531 0.4206 -0.0154
C-1-3 0.5013 0.6211 1.0000 0.2364 0.3395 0.4865 0.5931 0.3346 0.4963 0.2830 -0.1187 -0.1075 -0.0728 0.2267 0.1027
C-2-1 0.0177 0.0273 0.2364 1.0000 0.2941 0.3930 0.5917 0.3272 0.4024 -0.0459 0.2163 -0.2101 0.1939 -0.0641 -0.0416
C-2-2 0.2725 0.2148 0.3395 0.2941 1.0000 0.4811 0.3077 0.1487 0.4971 -0.1619 -0.0334 0.0865 0.0363 0.1666 0.3080
C-2-3 0.3604 0.2782 0.4865 0.3930 0.4811 1.0000 0.3827 0.2600 0.6310 0.1447 0.0517 -0.1999 0.0693 0.2802 0.0823
C-3-1 0.3489 0.4510 0.5931 0.5917 0.3077 0.3827 1.0000 0.5026 0.6444 0.1293 0.0566 -0.1509 0.0199 0.1244 0.0081
C-3-2 0.1753 0.3870 0.3346 0.3272 0.1487 0.2600 0.5026 1.0000 0.4189 -0.0342 0.2386 -0.1750 0.0408 0.1759 -0.1737
C-3-3 0.4286 0.3630 0.4963 0.4024 0.4971 0.6310 0.6444 0.4189 1.0000 0.1293 0.0968 -0.0580 -0.1040 0.2707 0.2018
調査企業 0.1944 0.2033 0.2830 -0.0459 -0.1619 0.1447 0.1293 -0.0342 0.1293 1.0000 -0.2363 -0.1813 -0.3157 0.3572 -0.1023
年齢 -0.1623 0.0113 -0.1187 0.2163 -0.0334 0.0517 0.0566 0.2386 0.0968 -0.2363 1.0000 -0.2786 0.5036 -0.0817 -0.4690
性別 -0.0989 -0.0977 -0.1075 -0.2101 0.0865 -0.1999 -0.1509 -0.1750 -0.0580 -0.1813 -0.2786 1.0000 -0.1878 0.0243 0.1869
勤続年数 -0.1139 0.0531 -0.0728 0.1939 0.0363 0.0693 0.0199 0.0408 -0.1040 -0.3157 0.5036 -0.1878 1.0000 -0.0500 -0.3484
関与度 0.2995 0.4206 0.2267 -0.0641 0.1666 0.2802 0.1244 0.1759 0.2707 0.3572 -0.0817 0.0243 -0.0500 1.0000 -0.1881
転職経験 -0.0237 -0.0154 0.1027 -0.0416 0.3080 0.0823 0.0081 -0.1737 0.2018 -0.1023 -0.4690 0.1869 -0.3484 -0.1881 1.0000
母相関係数の無相関の検定
C-1-1 C-1-2 C-1-3 C-2-1 C-2-2 C-2-3 C-3-1 C-3-2 C-3-3 調査企業 年齢 性別 勤続年数 関与度 転職経験
C-1-1 - 0.0399 p < 0.001 0.9050 0.0610 0.0119 0.0151 0.2332 0.0024 0.1856 0.3045 0.5036 0.4728 0.0456 0.8818
C-1-2 * - p < 0.001 0.8537 0.1426 0.0555 0.0013 0.0066 0.0112 0.1658 0.9436 0.5091 0.7384 0.0040 0.9228
C-1-3 ** ** - 0.1058 0.0182 p < 0.001 p < 0.001 0.0201 p < 0.001 0.0513 0.4539 0.4672 0.6468 0.1343 0.5173
C-2-1 - 0.0424 0.0057 p < 0.001 0.0232 0.0046 0.7566 0.1689 0.1517 0.2186 0.6758 0.7936
C-2-2 * * - p < 0.001 0.0334 0.3131 p < 0.001 0.2716 0.8336 0.5587 0.8195 0.2741 0.0473
C-2-3 * ** ** ** - 0.0073 0.0743 p < 0.001 0.3265 0.7452 0.1732 0.6626 0.0623 0.6042
C-3-1 * ** ** ** * ** - p < 0.001 p < 0.001 0.3810 0.7220 0.3060 0.9004 0.4157 0.9595
C-3-2 ** * * ** - 0.0030 0.8174 0.1281 0.2342 0.7976 0.2478 0.2711
C-3-3 ** * ** ** ** ** ** ** - 0.3810 0.5419 0.6952 0.5124 0.0721 0.2000
調査企業 - 0.1319 0.2175 0.0417 0.0160 0.5193
年齢 - 0.0740 p < 0.001 0.6071 0.0034
性別 - 0.2335 0.8740 0.2360
勤続年数 * ** - 0.7533 0.0346
関与度 * ** * - 0.2450
転職経験 * ** * -
注）上三角：Ｐ値/下三角：*, P<0.05 **, P<0.01
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正の相関があることが分かった。「チームで
働く力」の傾聴力（「自分の分からないこと
を聞き流さずに、相手に質問して確認する力
（D-1-3）」）は調査企業と正の相関があること
が分かった。
　また、調査企業と関与度、年齢と勤続年数
は、「前に踏み出す力（アクション）」、「考え抜
く力（シンキング）」、「伝える力」、「チームで
働く力」のすべてで正の相関があり、調査企
業と勤続年数、年齢と転職経験、勤続年数と
転職経験は、これら４つのすべての能力で負
の相関があることが分かった。
５．考察と今後の課題
　インターンシップでは、従業員全員がイン
ターン生に関わることはほとんどない。それ
（７）その他
　その他の特徴的な結果として、「前に踏み出
す力（アクション）」の働きかけ力（「目標を
達成するために周りの人に呼びかけて、周囲
の人を動かす力（A-2-1）」）と実行力（「失敗
をおそれず、行動に移す力（A-3-2）」）は調
査企業と正の相関があることが分かった。「考
え抜く力（シンキング）」の課題発見力（「目
標を達成するために解決すべき問題を見つけ
る力（B-1-1）」）は調査企業と、創造力（「未
知の分野にまで思考を広げることで、新しい
解決方法を導き出す力（B-3-2）」）は年齢及
び勤続年数とそれぞれ正の相関があることが
分かった。「伝える力」のプレゼンテーショ
ン力（「調べたことを伝える際に、効果的な
手段やメディアを用いる力」）は転職経験と
図表７　チームで働く力と回答者属性との相関
相関行列
D-1-1 D-1-2 D-1-3 D-2-1 D-2-2 D-3-1 D-3-2 D-3-3 D-4-1 D-4-2 D-5-1 D-5-2 調査企業 年齢 性別 勤続年数 関与度 転職経験
D-1-1 1.0000 0.5469 0.2836 0.3491 0.2375 0.3527 0.0402 0.4345 0.2078 0.4767 0.4513 0.0556 0.1212 -0.0653 -0.0338 0.0828 0.0658 -0.0429
D-1-2 0.5469 1.0000 0.4412 0.4962 0.4567 0.5605 0.2305 0.4987 0.5496 0.6423 0.4140 0.4652 0.1464 0.0560 -0.0610 0.0928 0.0347 -0.0429
D-1-3 0.2836 0.4412 1.0000 0.4967 0.3077 0.3272 0.1321 0.3705 0.4426 0.4044 0.4680 0.3456 0.3021 0.0941 0.0865 -0.1004 0.2050 0.2296
D-2-1 0.3491 0.4962 0.4967 1.0000 0.5688 0.4560 0.3732 0.4773 0.4773 0.3185 0.4863 0.4893 0.1264 -0.2600 -0.2140 0.0287 0.2841 0.2548
D-2-2 0.2375 0.4567 0.3077 0.5688 1.0000 0.4189 0.3997 0.2485 0.4963 0.2944 0.4143 0.4008 0.1293 0.0566 -0.2437 0.0263 0.1975 -0.0499
D-3-1 0.3527 0.5605 0.3272 0.4560 0.4189 1.0000 0.4156 0.4683 0.6997 0.5146 0.5916 0.5037 0.2224 -0.0241 -0.0875 -0.0515 0.1759 -0.0695
D-3-2 0.0402 0.2305 0.1321 0.3732 0.3997 0.4156 1.0000 0.5855 0.5480 0.2461 0.3036 0.4380 0.1815 0.1548 -0.2087 0.1455 0.4122 -0.1510
D-3-3 0.4345 0.4987 0.3705 0.4773 0.2485 0.4683 0.5855 1.0000 0.5143 0.2576 0.5053 0.4695 0.0152 0.1017 0.0259 0.0192 0.3485 0.1378
D-4-1 0.2078 0.5496 0.4426 0.4773 0.4963 0.6997 0.5480 0.5143 1.0000 0.5600 0.4582 0.6758 0.1644 0.1875 -0.2086 -0.1057 0.1871 0.0147
D-4-2 0.4767 0.6423 0.4044 0.3185 0.2944 0.5146 0.2461 0.2576 0.5600 1.0000 0.3832 0.5166 0.1712 0.1966 -0.1537 0.1478 -0.0222 -0.1791
D-5-1 0.4513 0.4140 0.4680 0.4863 0.4143 0.5916 0.3036 0.5053 0.4582 0.3832 1.0000 0.4852 0.3422 0.0157 -0.0197 -0.1798 0.2680 0.0552
D-5-2 0.0556 0.4652 0.3456 0.4893 0.4008 0.5037 0.4380 0.4695 0.6758 0.5166 0.4852 1.0000 0.1111 0.0820 -0.2093 -0.1601 0.1375 0.2131
調査企業 0.1212 0.1464 0.3021 0.1264 0.1293 0.2224 0.1815 0.0152 0.1644 0.1712 0.3422 0.1111 1.0000 -0.2363 -0.1813 -0.3157 0.3572 -0.1023
年齢 -0.0653 0.0560 0.0941 -0.2600 0.0566 -0.0241 0.1548 0.1017 0.1875 0.1966 0.0157 0.0820 -0.2363 1.0000 -0.2786 0.5036 -0.0817 -0.4690
性別 -0.0338 -0.0610 0.0865 -0.2140 -0.2437 -0.0875 -0.2087 0.0259 -0.2086 -0.1537 -0.0197 -0.2093 -0.1813 -0.2786 1.0000 -0.1878 0.0243 0.1869
勤続年数 0.0828 0.0928 -0.1004 0.0287 0.0263 -0.0515 0.1455 0.0192 -0.1057 0.1478 -0.1798 -0.1601 -0.3157 0.5036 -0.1878 1.0000 -0.0500 -0.3484
関与度 0.0658 0.0347 0.2050 0.2841 0.1975 0.1759 0.4122 0.3485 0.1871 -0.0222 0.2680 0.1375 0.3572 -0.0817 0.0243 -0.0500 1.0000 -0.1881
転職経験 -0.0429 -0.0429 0.2296 0.2548 -0.0499 -0.0695 -0.1510 0.1378 0.0147 -0.1791 0.0552 0.2131 -0.1023 -0.4690 0.1869 -0.3484 -0.1881 1.0000
母相関係数の無相関の検定
D-1-1 D-1-2 D-1-3 D-2-1 D-2-2 D-3-1 D-3-2 D-3-3 D-4-1 D-4-2 D-5-1 D-5-2 調査企業 年齢 性別 勤続年数 関与度 転職経験
D-1-1 - p < 0.001 0.0507 0.0162 0.1041 0.0139 0.7863 0.0020 0.1565 p < 0.001 0.0013 0.7072 0.4117 0.6810 0.8195 0.6021 0.6678 0.7875
D-1-2 ** - 0.0017 p < 0.001 0.0011 p < 0.001 0.1149 p < 0.001 p < 0.001 p < 0.001 0.0034 p < 0.001 0.3208 0.7248 0.6804 0.5589 0.8210 0.7875
D-1-3 ** - p < 0.001 0.0334 0.0232 0.3707 0.0095 0.0016 0.0044 p < 0.001 0.0161 0.0369 0.5531 0.5587 0.5268 0.1767 0.1435
D-2-1 * ** ** - p < 0.001 0.0013 0.0098 p < 0.001 p < 0.001 0.0291 p < 0.001 p < 0.001 0.3974 0.1007 0.1487 0.8585 0.0616 0.1035
D-2-2 ** * ** - 0.0030 0.0049 0.0886 p < 0.001 0.0423 0.0034 0.0048 0.3810 0.7220 0.0951 0.8686 0.1934 0.7536
D-3-1 * ** * ** ** - 0.0033 p < 0.001 p < 0.001 p < 0.001 p < 0.001 p < 0.001 0.1287 0.8795 0.5543 0.7458 0.2478 0.6619
D-3-2 ** ** ** - p < 0.001 p < 0.001 0.0918 0.0359 0.0019 0.2169 0.3277 0.1545 0.3578 0.0049 0.3397
D-3-3 ** ** ** ** ** ** - p < 0.001 0.0772 p < 0.001 p < 0.001 0.9182 0.5218 0.8610 0.9038 0.0190 0.3841
D-4-1 ** ** ** ** ** ** ** - p < 0.001 0.0011 p < 0.001 0.2643 0.2345 0.1548 0.5054 0.2183 0.9266
D-4-2 ** ** ** * * ** ** - 0.0072 p < 0.001 0.2447 0.2120 0.2969 0.3501 0.8847 0.2564
D-5-1 ** ** ** ** ** ** * ** ** ** - p < 0.001 0.0173 0.9216 0.8944 0.2545 0.0751 0.7284
D-5-2 ** * ** ** ** ** ** ** ** ** - 0.4523 0.6059 0.1533 0.3112 0.3678 0.1755
調査企業 * * - 0.1319 0.2175 0.0417 0.0160 0.5193
年齢 - 0.0740 p < 0.001 0.6071 0.0034
性別 - 0.2335 0.8740 0.2360
勤続年数 * ** - 0.7533 0.0346
関与度 ** * * - 0.2450
転職経験 ** * -
注）上三角：Ｐ値/下三角：*, P<0.05 **, P<0.01
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インターンシップが中小企業の従業員に与える効果
前準備が必要であり、これが中小企業の今後
の経営を左右することになると考えられる。
　本稿は、実際にインターンシップを実施し
ている中小企業の従業員に対する調査に基づ
いている点で、一定の示唆を提供できたとい
えるだろう。しかし調査対象が限定的で、か
つ少数であること、回答者である従業員の自
己評価の結果を分析しているため、その信頼
性に疑問が残る可能性は否めない。今後は調
査対象を広げ、調査数を増やしていくことが
必要であろう。
注
１）「43道府県におけるインターンシップ受入企業
数の推移」では、平成28年10月時点での5,788社
が平成29年12月見込では7,082社と、1,294社増加
する見込みとなっている（内閣官房まち・ひと・
しごと創生本部事務局、2017：5）。
２）受入企業数は6,441社から688社の増加であった
（まち・ひと・しごと創生本部、2017a：66）。なお、
アクションプランではKPIに新たに地方創生イン
ターンシップに参加する学生数を2016年の15,118
人から２倍にすると追加された（まち・ひと・し
ごと創生本部、2017b：72）。
３）柴田（2017）194頁。柴田（2018）164頁。地方
創生インターンシップ事業が始まったことで、企
業視点の報告は増加している。
４）徳永（2014）は、従業員規模５人以上の企業4,303
社に対し行った調査で回答社数1,332社（回収率
31.0％）であるが、この中には大企業や実施予定
企業も含まれている点に注意が必要である。
５）本稿では一般的なインターンシップと地方創生
インターンシップを分けて論じてはいない。
６）学生が在学中に自らの専攻、将来のキャリアに
関連した職業体験を行うこと。
７）日本経済新聞電子版（2018）。なお、その後
2018年９月３日に経団連会長が採用活動の指針を
廃止する意向表明した。
は各企業が存在する地域、従業員、業種等が
異なる限りインターンシップの内容は様々で
あり、全く同じになることはないからである。
本稿の調査の結果、インターンシップへの高
い関与度がある従業員は、全ての能力ではな
いが彼らの４つの社会人基礎力と相関が見ら
れることから、従業員をインターン生に関わ
らせることにより、既存社員の社会人基礎力
に何らかの変化をもたらす効果があることが
分かった。本稿の調査対象のような中小企業
では経営資源が大企業と異なり乏しいため、
従業員教育のためだけに時間を割くことは難
しい。しかしインターンシップを導入し従業
員をインターン生の指導に関与させることで、
彼らには仕事の意義等をインターン生に説明
する義務が生じ、このことが従業員教育に繋
がっていると考えられる。何故なら中小企業
は大企業のように定期的に若い人材が採用さ
れることはない。それ故従業員本人は若いつ
もりでいてもいつの間にか自分自身が歳を
とってしまい、若者や面識がない者とのコ
ミュニケーションのとり方が分からなくなっ
ている等も影響し、自ら行動を起こすこと、
伝えること、考えることをいつの間にか放棄
していると考えることができよう。こうした
状況は、長い期間社内に変化が起こらず、似
たような感覚を持つ社員が増えてくると、必
要以上にコミュニケーションをとる必要がな
くなるために生じてくると考えられる。現在
のように企業を取り巻く外的環境が大きく変
化し、事業継続が厳しい状況下においてこそ、
中小企業はインターンシップを従業員教育の
一環として捉え、この導入により既存の従業
員の能力を高め、生産性の向上に努めること
が肝要であろう。そのためにはインターン
シップに取り組むための意識の変化という事
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10）本研究の調査対象は、CSR実践企業として横浜
市から認定を受けている企業であるため、一般的
なインターンシップを採用している中小企業とは
異なる可能性があることに留意されたい。また、 
当該企業および代表者から本稿の記載については
許諾を受けており、事実関係は確認済みである。
11）「Q1　インターンシップによって自分の能力が
どう変わったか」については、「上がった（５）」
から「下がった（１）」の５件法で、「Q2　インター
ンシップによって自社がどう変わったと感じる
か」については、「よい方に変わった（５）」から「悪
い方に変わった（１）」の５件法とした。
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